
議案第４６号

令和５年度　上里町一般会計補正予算　(第３号)

　令和５年度上里町一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。

(歳入歳出予算の補正)

第１条　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ　２３０，０２１千円を追加し、歳入歳出予算の総額

　を歳入歳出それぞれ　１０，８６５，９７７千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、

　「第１表　歳入歳出予算補正」による。

令和５年６月１３日提出

上 里 町 長　 山　下　博　一



第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

－2－

款 補  正  額 計

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

国 庫 支 出 金15 1,541,100 141,466 1,682,566

国 庫 補 助 金2 387,240 141,466 528,706

繰 入 金19 1,053,590 88,555 1,142,145

基 金 繰 入 金1 1,053,587 88,555 1,142,142

10,865,977歳              入              合              計 10,635,956 230,021

補  正  額 計款

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

民 生 費3 4,012,299 111,630 4,123,929

社 会 福 祉 費 1 2,125,335 111,630 2,236,965

商 工 費6 83,172 84,367 167,539

商 工 費 1 83,172 84,367 167,539

教 育 費9 1,463,386 34,024 1,497,410

教 育 総 務 費 1 357,932 34,024 391,956

10,865,977歳              出              合              計 10,635,956 230,021



令 和 ５ 年 度

上 里 町 一 般 会 計 補 正 予 算 に 関 す る 説 明 書

（第３号）
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歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括

款 計

（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

15 国 庫 支 出 金 141,466 1,682,5661,541,100

19 繰 入 金 88,555 1,142,1451,053,590

歳     入     合     計 10,635,956 230,021 10,865,977

地 方 債

補正前の額 計補 正 額款

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

64,7393 111,630 4,123,9294,012,299 46,891民 生 費

54,3076 84,367 167,53983,172 30,060商 工 費

22,4209 34,024 1,497,4101,463,386 11,604教 育 費

歳     出     合     計 10,635,956 230,021 10,865,977 141,466 88,555
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一般会計 15  国庫支出金

２　歳　入

（単位：千円）国庫補助金2国庫支出金（款） 15 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

141,466総務費補助金1141,466総務費国庫補助金1 149,6308,164 141,466・ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

528,706141,466387,240計

基金繰入金（項） 1繰入金（款） 19

88,555財政調整基金繰入188,555財政調整基金繰入1 562,648474,093 88,555・ 財政調整基金繰入金

金金

1,142,14288,5551,053,587計



－4－
３　歳　出

（款） 3 民生費 （項） 1 社会福祉費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

1社会福祉 1,329,260 111,630 1,440,890 64,739 46,891 10需 用 費 200 ◎ 住民税非課税世帯等給付金事

総務費    業 111,630

11役 務 費 1,306    10 需用費 200

      ・ 消耗品費 200

12委 託 料 1,284    11 役務費 1,306

      ・ 通信運搬費 889

18負担金､補助 108,840       ・ 手数料 417

及び交付金    12 委託料 1,284

         事業委託料 769

         電算委託料 515

   18 負担金補助及び交付金 108,840

      ・ 補助金 108,840

         住民税非課税世帯等給

         付金 108,840

計 2,125,335 111,630 2,236,965 64,739 46,891

（款） 6 商工費 （項） 1 商工費

2商工業振 70,413 84,367 154,780 54,307 30,060 1報 酬 1,486 ◎ 町内消費活性化推進事業 84,367

興費    01 報酬 1,486

3職員手当等 160          会計年度任用職員報酬 1,486

   03 職員手当等 160

4共 済 費 266       ・ 期末手当（会計年度任

         用職員） 160

8旅 費 38    04 共済費 266

      ・ 市町村職員共済組合負

10需 用 費 680          担金（会計年度任用職

         員） 108

11役 務 費 7,072       ・ 会計年度任用職員社会

         保険料等 158

12委 託 料 6,665    08 旅費 38
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一般会計 6  商工費

（款） 6 商工費 （項） 1 商工費 （単位：千円）

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳

特   定   財   源 説    明

節

一般財源 区   分 金   額
国県支出金 地 方 債 そ の 他

18負担金､補助 68,000       ・ 費用弁償（会計年度任

及び交付金          用職員） 38

   10 需用費 680

      ・ 消耗品費 680

   11 役務費 7,072

      ・ 通信運搬費 7,072

   12 委託料 6,665

         地域応援商品券発行業

         務委託料 6,665

   18 負担金補助及び交付金 68,000

      ・ 補助金 68,000

         地域応援商品券補助金 68,000

計 83,172 84,367 167,539 54,307 30,060

（款） 9 教育費 （項） 1 教育総務費

2事務局費 356,772 34,024 390,796 22,420 11,604 18負担金､補助 34,024 ◎ 物価高騰対策支援事業 34,024

及び交付金    18 負担金補助及び交付金 34,024

      ・ 補助金 34,024

         学校給食費臨時補助金 34,024

計 357,932 34,024 391,956 22,420 11,604





附 属 資 料



１　特　別　職 ※補正なし

２　一　般　職 ※補正なし

３　会計年度任用職員

（１）　総　括

職員数

(人)

（　170　）

18 

（　171　）

18 

（　 1 　）

0 

※(　　）内は短時間勤務職員（外書き）

扶養手当 住居手当 通勤手当 期末手当 勤勉手当 その他

職員手当の
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補正前 0 0 522 42,829 0 0

内　　　訳
補正後 0 0 522 42,989 0 0

比　較 0 0 0 160 0 0

区　分

給　　　　与　　　　費

報　　酬 給　　料 職員手当 計 共　済　費 合　　計 備　　　　　考

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

補　正　前 195,959 35,332 44,218 275,509 41,826 

補　正　後 197,445 35,332 44,378 277,155 41,934 

108 1,754 

317,335 

319,089 

（千円） （千円） （千円）

比　　　較 1,486 0 160 1,646 

0 867 0 

区分

管 理 職
手　　当

地域手当
時 間 外
勤務手当

特殊勤務
手　　当

（千円）

補　正　予　算　給　与　費　明　細　書

0 0 0 0 

0 0 867 0 

0 
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（２）　給料及び職員手当の増減額の明細

区　　分 増減額（千円） 説　　明 備　　考

給　　　　料 0  給与改定に伴う増減分 0 

 普通昇給に伴う増加分 0 

 昇給期間短縮に伴う 0 

 増加分

 その他の増減分 0 

職 員 手 当 160  制度改正に伴う増減分 0 

 その他の増減分 160 期末手当　　　　　　　160千円

増減事由別内訳（千円）

－9－


